（様式２）
事業計画書

１　法人・施設に関する基本情報
（１）法人概要
	法　人　名
	

	法人所在地
	

	代　表　者
	



（２）事業所概要
	事業所名
	

	サービス種別
	

	所在地
	

	施設長氏名
	

	定員
	

	利用者数
	

	居室形態
※施設系事業所の場合、居室形態ごとの定員を記入してください。
	ユニット型
	　　　　　　人

	
	多床室
	　　　　　　人

	
	従来型個室
	　　　　　　人



（３）現在の施設の状況（R8.6.1現在）　
　　①利用者　※施設系事業所の場合のみ記入　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	要介護度
	要支援
	要介護1
	要介護2
	要介護3
	要介護4
	要介護5
	計

	人　　数
	
	
	
	
	
	
	


　
　　②職員配置状況（常勤換算人数）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	施設長（管理者）
	
	介護支援専門員
	　　　　　

	介護職員
	
	医師
	

	看護職員
	
	栄養士
	

	生活相談員
	
	機能訓練指導員
	

	作業療法士
	
	理学療法士
	

	言語聴覚士
	
	
	

	　　計
	


　 ※必要に応じて行を追加してください。




２　申請内容
（１）申請内容（いずれか１つに☑を入れてください）
	申請区分
	☐　経営診断支援（計２～３回程度の面談／課題抽出・改善策等の相談・助言）
☐　経営分析支援（計６回程度の面談／「経営改善実施計画」策定の伴走支援）



３　申請に当たっての確認（全員必須回答）
ア　支援受入体制
（１）財務データの提出について
WAM診断に必要な財務データ（直近３年分の財務諸表・決算書）のご提出が可能かご確認ください。
（R8.7.1現在の状況をご回答ください。）
	直近３年分の財務データの提出
	☐　提出可能　　　　　☐　提出できない

	補足がある場合はご記載ください：





（２）WAM等による経営診断の受診について　
WAM（独立行政法人福祉医療機構）等による経営診断の受診にご同意いただけるかご確認ください。
	WAM等による経営診断受診への同意
	☐　同意する　　　　　☐　同意しない



イ　推進体制
（３）経営層（施設長や所長等）の承認・協力
今回の経営改善支援への参加に当たり、経営層（施設長・所長等）の承認・協力を得ていますか。承認・協力が得られている場合は、経営層の具体的な関与内容を記載してください。
	経営層の承認・協力の状況
	☐　経営層の承認・協力を得ている　
☐　経営層の承認・協力を事業開始までに得る予定　
☐　担当者のみで対応予定

	経営層の関与内容を具体的にご記載ください
（例：施設長自身が本事業における面談各回に参加予定、担当理事が承認済み　等）







（４）本事業の担当者・窓口について
専門家との連絡・調整を担う担当者（管理者または担当職員）をご記載ください。
	担当者氏名
	

	担当者役職
	

	連絡先電話番号
	

	メールアドレス
	
※本アドレスに決定事業所宛のご連絡をお送りいたしますので、お間違いのないようご記載ください。








ウ　経営課題
（５）現在抱えている経営上の課題
現在、経営上感じている課題（財務状況、人材確保、稼働率、サービスの質等）を具体的に１つ以上記載してください。
	（例：稼働率が○○%まで低下している、介護職員の離職率が高く人員確保が困難　等）





	経営診断支援をご希望の方はここまでで以上となります。ご回答ありがとうございました。
経営分析支援をご希望の方は引き続き以下「エ」をご回答ください。




エ　経営分析への応募理由・成果の普及について

（６）経営分析支援（伴走支援プログラム）への応募理由
※「経営分析支援（経営改善実施計画策定の伴走支援）」への参加を希望する方のみご記載ください。
経営分析支援への申込理由を自由記述形式でご記載ください。
	



エ　成果報告・県内普及への貢献
（７）本事業の成果の県内への普及・発信について
※「経営分析支援（経営改善実施計画策定の伴走支援）」への参加を希望する方のみご記載ください。
本事業で得た成果・気づき・取組を、県内の他の介護事業所へ広めることについてお考えをお聞かせください。どのような場面・方法で発信・共有するかについて、現時点の案で差し支えございませんので、思いつく内容をできる範囲で具体的に記載してください。
（例：地域の研修会での事例発表、施設だよりやSNSでの発信、事業所見学会の受入れ、成果報告会での発表　等）
	



以上
